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［要旨］消費者による自発的なCO2削減行動の実践を促すために、テキストマイニングの一手法で

ある共起頻度に着目することで、環境配慮型生活行動の消費者への受容性をインターネットブロ

グのテキスト情報から、消費者の潜在的ニーズを把握するための枠組みを構築した。この枠組み

を用いてクールビズとウォームビズについて消費者の受容性を分析した結果、クールビズが多く

の消費者に受容された一方で、ウォームビズが受容されていないことがわかった。その理由とし

て、クーラーと暖房の消費者受容性の違いが行動の受容性に影響している可能性を示唆する結果

が得られ、消費者のニーズに合致した行動の提案は行動の普及に対して重要な役割を果たしてい

ることがわかった。また補助情報提示による購買行動を通じたCO2削減に対する消費者の選好度変

化をアンケートにより調査し、そのデータに基づいてコンジョイント分析を行った。その結果、

消費者は購買行動を通じたCO2削減を受け入れる意思があり、さらに補助情報として日常的な生活

行動におけるCO2削減効果を比較情報として提示することにより、購買行動におけるCO2削減に対す

る選好が高まることが明らかになった。さらに、この知見を踏まえて、より汎用的な消費者環境

ニーズ分析ツールの開発を行った。 
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１．はじめに 

わが国で温室効果ガスが増加する傾向にある家庭部門を含む民生部門での温暖化対策を促進す

るために、これまでにも様々なCO2削減のための行動が提案されているが、これらの提案は必ずし

も消費者に広く受け入れられ実践されているとは言えない状況である。その原因の1つとして、CO2

削減行動による効果が消費者にとって分かりにくいことが、阻害要因として働いていることが考

えられる。したがって、消費者にとって適切な情報を提示することにより、CO2削減行動に対する

消費者の受容性を高めることができれば、CO2削減行動の実践をより効果的に促すことができると

考えられる。 
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